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連結注記表
1　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1． 連結の範囲に関する事項
(1)連結子会社の状況

　・連結子会社の数　　　　　　　　13社

　・連結子会社の名称　　　　　　　トプレック株式会社
東邦興産株式会社
東プレ九州株式会社
東プレ東海株式会社
三池工業株式会社
Topre America Corporation
Topre Autoparts Mexico, S.A. de C.V.
東普雷（佛山）汽車部件有限公司
東普雷（襄陽）汽車部件有限公司
東普雷（武漢）汽車部件有限公司
広州三池汽車配件有限公司
TOPRE（THAILAND）CO., LTD.
Topre India Private Limited

　なお、当連結会計年度において、当社の連結子会社であったPT. TOPRE INDONESIA 
AUTOPARTSは、重要性が低下したため同社を連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社の状況
　・非連結子会社の数　　　　　　　５社

　・連結の範囲から除いた理由　　　　非連結子会社については、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　及び利益剰余金（持分に見合う額）等の観点からみていずれも小規模であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため除外しております。

2． 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の状況

　・持分法を適用した関連会社の数　１社

　・持分法を適用した会社の名前　　株式会社J-MAX
なお、当社の連結子会社である三池工業株式会社が保有するAAPICO Mitsuike 

(Thailand)CO., Ltd.の全株式を2025年９月10日に売却しております。これに伴い、
AAPICO Mitsuike (Thailand)CO., Ltd.を持分法適用の範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の状況
　・持分法を適用していない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社５社に対する投資については、
　　　　　　　　　　　　　　　　　対象会社の持分に見合う当期純損益及び利益剰余金の合計額が連結純損益及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、全体としても重要性がないため、
　　　　　　　　　　　　　　　　　持分法を適用せず原価法によっております。

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
　Topre Autoparts Mexico, S.A. de C.V.、東普雷（佛山）汽車部件有限公司、東普雷（襄陽）汽車部件有限公司、
東普雷（武漢）汽車部件有限公司、広州三池汽車配件有限公司については連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結し
ております。

－ 1 －
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4． 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

②デリバティブ取引
時価法

③棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品、製品、仕掛品…………総平均法、個別法
原材料、貯蔵品………………先入先出法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）…………………定額法
②無形固定資産（リース資産を除く）…………………定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内の利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金……………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金……………………従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
③役員賞与引当金………………当社及び国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。
④役員株式給付引当金…………株式交付要領に基づく当社取締役への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
⑤製品保証引当金………………製品売上物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績に基づき保証費用見込額を計

上しております。
⑥ＰＣＢ処理引当金……………保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、合理的に見積もることができる費用

について、今後発生が見込まれる金額を計上しております。
(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る負債の計上基準
…………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、主に給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

小規模企業等における簡便法の採用
…………………一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 2 －
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。

①プレス関連製品事業
　プレス関連製品事業は、主に自動車用プレス部品、事務機器用部品、及びプレス用金型の製造及び販売を行っておりま
す。自動車用プレス部品及び事務機器用部品については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。プレス
用金型については、製品を納入し顧客が検収した時点で収益を認識しております。自動車用プレス部品及び事務機器用部品
においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認識
しております。

②定温物流関連事業
　定温物流関連事業は、主にトータル定温物流に関する冷凍コンテナ、冷凍装置、冷凍・冷蔵庫、定温物流センター等の製
造及び販売を行っており、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が顧
客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認識しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法……………金利スワップ取引は金利スワップの特例処理の要件を満たすものであり、特例処理によってお

ります。
②ヘッジ手段とヘッジ取引対象

ヘッジ手段……………………金利スワップ取引
ヘッジ対象……………………特定借入金の支払金利

③ヘッジ方針……………………金利変動による借入債務の損失可能性を回避する目的で行っております。
④ヘッジ有効性の評価の方法

……………………ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及
びその後も継続してキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるた
め、ヘッジ有効性の判断は省略しております。

2　会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

3　会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。
1． 繰延税金資産　　　 4,959百万円

　繰延税金資産の回収可能性は、顧客から提示された車種別の生産計画、引合や折衝の状況等の仮定を織り込んで策定した
事業計画上の収益力やタックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分
性に基づき、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかにより判断しております。
　そのため、経済状況や市場環境の変動等、外部環境の変化により将来の事業計画が影響を受け、当該見積りの変更が必要
となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性がありま
す。

2． 有形固定資産　　172,036百万円
無形固定資産　　　 1,375百万円
減損損失　　　　　 6,711百万円
　当社の連結子会社であるTopre America Corporation及び東普雷（襄陽）汽車部件有限公司における減損の兆候がある
と判断した資産グループについて減損損失の認識を判定した結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グルー
プの帳簿価額を上回るため、減損損失を認識しないと判断しております。
　また、当社の連結子会社である三池工業株式会社、東普雷（佛山）汽車部件有限公司及び広州三池汽車配件有限公司にお
ける減損の兆候があると判断した資産グループについて減損損失の認識を判定した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産または資産グループについて、資産または資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額とその帳簿価額との比較を行い、減損損失を認識すべきであると判断した場合に
は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額は、顧客から提示された車種別の生産計画、引合や折衝の状況等の仮定を織り込んで策定した事業計
画に基づいております。

－ 3 －
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(単位：百万円)
資産又は資産グループ 当連結会計年度

① 三池工業株式会社 有形固定資産 741
無形固定資産 －

② Topre America Corporation 有形固定資産 86,280
無形固定資産 95

③ 東普雷（佛山）汽車部件有限公司 有形固定資産 2,773
無形固定資産 169

④ 東普雷（襄陽）汽車部件有限公司 有形固定資産 2,475
無形固定資産 137

⑤ 広州三池汽車配件有限公司 有形固定資産 1
無形固定資産 0

報告セグメント その他
（注） 合計

プレス関連
製品事業

定温物流
関連事業 計

自動車用プレス部品 267,201 － 267,201 － 267,201

冷凍コンテナ － 54,413 54,413 － 54,413

その他 30,284 11,442 41,727 15,473 57,200
顧客との契約から
生じる収益 297,486 65,855 363,342 15,473 378,815

その他の収益 － － － － －
外部顧客への売上高 297,486 65,855 363,342 15,473 378,815

　当連結会計年度における減損の兆候があった主な資産又は資産グループは以下のとおりです。

　検討の結果、当社の連結子会社である三池工業株式会社、東普雷（佛山）汽車部件有限公司及び広州三池汽車配件有限公
司においては減損損失を特別損失として6,711百万円計上しており、当社の連結子会社であるTopre America 
Corporation及び東普雷（襄陽）汽車部件有限公司においては減損損失を計上しておりませんが、経済状況や市場環境の変
動等、外部環境の変化により将来の事業計画が影響を受け、当該見積りの変更が必要となった場合、有形固定資産及び無形
固定資産の減損損失が発生する可能性があります。

4　収益認識に関する注記
（1）収益の分解

(単位：百万円)

　　（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東邦興産(株)、当社の空調機器事業及び電子機器事業
　　　　　であります。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
４．会計方針に関する事項  （5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 4 －
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1． 有形固定資産の減価償却累計額 299,244百万円

場所 用途 種類

三池工業株式会社 事業用資産
建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備
品、土地、ソフトウエア、電話加入権、リース資産、建設
仮勘定

東普雷（佛山）汽車部件有限公司 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備
品、ソフトウエア、借地権

広州三池汽車配件有限公司 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備
品、ソフトウエア、借地権

(単位：百万円)

種類 三池工業株式会社 東普雷（佛山）汽車部件
有限公司

広州三池汽車配件
有限公司

建物及び構築物 876 742 111
機械装置及び運搬具 361 1,684 529
工具、器具及び備品 1,117 224 57
土地 608 － －
ソフトウエア 27 17 0
借地権 － 193 84
電話加入権 3 － －
リース資産 17 － －
建設仮勘定 56 － －
計 3,069 2,860 781

5　連結貸借対照表に関する注記

2． 固定資産の圧縮記帳
　当連結会計年度末までに取得した有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は建物14百万円、機械装置４
百万円であります。

6　連結損益計算書に関する注記
1． 減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
（1）減損損失を認識した資産グループの概要

（2）減損損失の認識に至った経緯
　当社の連結子会社である三池工業株式会社、東普雷（佛山）汽車部件有限公司及び広州三池汽車配件有限公司の事業用資
産については、市場及び環境の変化に伴う収益性の低下による減損の兆候が認められ、将来の回収可能性を検討した結果、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3）減損損失の金額

（4）資産のグルーピングの方法
　当社の連結子会社については、会社単位を基礎としてグルーピングを行っております。

（5）回収可能価額の算定方法
　当社の連結子会社である三池工業株式会社、東普雷（佛山）汽車部件有限公司及び広州三池汽車配件有限公司について
は、回収可能価額は、使用価値により算定しております。
使用価値は将来キャッシュ・フロー（割引率は主として11.6％）に基づき算定しております。

2． 事業整理損
　得意先の生産調整に伴い、当社の連結子会社である東普雷（武漢）汽車部件有限公司の事業整理を行った結果、発生した
損失211百万円を特別損失として計上しております。

－ 5 －



2026/05/26 14:16:24 / 25300228_東プレ株式会社_招集通知

連結注記表

普通株式 54,021,824株

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 2,540 利益剰余金 50.00 2025年３月31日 2025年６月26日

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年11月14日
取締役会 普通株式 1,983 利益剰余金 40.00 2025年９月30日 2025年12月12日

配当金の総額 2,975百万円
１株当たり配当額 60.00円
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年６月25日

7　連結株主資本等変動計算書に関する注記
1． 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

2． 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（注）1 2025年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員報酬BIP信託口」が所有する当社株式（自己株式）176,139株に対
する配当金８百万円が含まれております。

2 2025年11月14日取締役会決議による配当金の総額には、「役員報酬BIP信託口」が所有する当社株式（自己株式）173,163株に対する
配当金６百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2026年6月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
（注）上記配当金の総額には、「役員報酬BIP信託口」が所有する当社株式（自己株式）173,163株に対する配当金10百万円が含まれてお

ります。

8　金融商品に関する注記
1． 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、設備投資計画に照らして、必要な資金を金融機関
から調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券は主に債券等の運用資産であり、投資有価証券は主に株式や債券であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、主な返済日は決算日後、原則として５年
以内であります。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引及び外貨建
借入金、貸付金に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、通貨スワップ取引であり、各社の社内
規程及びこれに付随する規定に基づき、実需の範囲で行うこととしております。
　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１ 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項  （6）重要なヘッジ会計の方
法」に記載のとおりであります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
（１）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 24,271 24,271 －
関係会社株式 3,850 945 △ 2,904

（２）長期貸付金 357
貸倒引当金（注３） △ 82

275 282 7
資産計 28,397 25,500 △ 2,896

（１）社債　　　（１年内償還予定の社債を含む） 15,500 14,983 △ 516
（２）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 29,949 30,009 60
（３）長期未払金（その他長期未払金） 7 7 △0

負債計 45,456 45,000 △ 456

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 261

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権については、各社の与信管理基準に基づき、各事業部門における営業管理部門が取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。
　有価証券のうち債券は、各社の社内規程及びこれに付随する規定に基づき、格付けの高い債券を主体に対象としているた
め、信用リスクは僅少であります。
　投資有価証券である株式や債券は、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画
を作成するなどの方法により管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することもあります。

2． 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市
場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注２）を参照下さい。）

(単位：百万円)

（注１）「現金及び預金」・「受取手形及び売掛金」・「短期貸付金」・「支払手形及び買掛金」・「短期借入金」・「未払法人税等」については、
現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「（1）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上金額は以下の
とおりであります。

(単位：百万円)

（注３）長期貸付金に計上している貸倒引当金を控除しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
  レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に
                         関する相場価格により算定した時価
  レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券

株式
債券
その他

16,330
7,117

822

16,330
7,117

822
資産計 16,330 7,940 － 24,271

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 364 364
関係会社株式 945 945

資産計 945 364 － 1,310
社債
（１年内償還予定の社債を含む） 14,983 14,983

長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 30,009 30,009
長期未払金 7 7

負債計 ― 45,000 － 45,000

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定にお
ける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
     当連結会計年度（2026年３月31日）

(単位：百万円）

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
      当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券、関係会社株式
　上場株式及び債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して
おります。一方で、当社が保有する債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と認められないため、その時価をレベル２の
時価に分類しております。

長期貸付金
　長期貸付金の時価は、一定期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと現地法人の信用リスク等を鑑み設定した利率を基に割引現在価値
法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。社債の公正価値は、市場価格があるものの活発な市場で取引されているわ
けではないため、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

長期未払金
　長期未払金の時価は、平均残存期間及び長期国債の利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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1． １株当たり純資産額 4,926円54銭

2． １株当たり当期純利益 374円49銭

（1）取得対象株式の種類 当社普通株式
（2）取得する株式の総数 1,155,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.33％）
（3）株式の取得価額の総額 2,951,025,000円（上限）

（4）取得日 2026年５月15日
（5）取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

（1）取得対象株式の種類 当社普通株式
（2）取得した株式の総数 1,050,000株
（3）株式の取得価額の総額 2,682,750,000円
（4）取得日 2026年５月15日
（5）取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け

9　１株当たり情報に関する注記

（注）純資産の部において、自己株式として計上されている「役員報酬BIP信託口」に残存する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末
発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式数に
含めております。
なお、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、173,163株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除
した当該自己株式の期中平均株式数は、173,942株であります。

10　重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

　当社は2026年５月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156
条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

1． 自己株式の取得を行う理由
　資本効率の向上を図ると共に経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を
実施いたします。

2． 自己株式の取得に関する取締役会決議内容

3． 自己株式の取得結果

11　その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
…………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

個別注記表
1　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1． 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

① 子会社及び関連会社株式
…………移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品、製品、仕掛品……総平均法、個別法
原材料、貯蔵品…………先入先出法

2． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

…………定額法

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
3． 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 賞与引当金………………従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
(3) 役員賞与引当金…………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
(4) 役員株式給付引当金……株式交付要領に基づく当社取締役への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給

付債務の見込額に基づき計上しております。
(5) 製品保証引当金…………製品売上物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績に基づき保証費用見込額を計上し

ております。
(6) 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過している
場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

(7) ＰＣＢ処理引当金………保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、合理的に見積もることができる費用につ
いて、今後発生が見込まれる金額を計上しております。
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当事業年度（百万円）
関係会社株式 48,262

4． ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法………振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理によっております。
(2) ヘッジ手段とヘッジ取引対象

ヘッジ手段…………………為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象…………………外貨建貸付金、特定借入金の支払金利

(3) ヘッジ方針………………デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、為替変動リスク、金利変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性の評価の方法
……………ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続してキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッ
ジ有効性の判断は省略しております。

5． 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。

①プレス関連製品事業
　プレス関連製品事業は、主に自動車用プレス部品、事務機器用部品、及びプレス用金型の製造及び販売を行っております。
自動車用プレス部品及び事務機器用部品については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。プレス用金型
については、製品を納入し顧客が検収した時点で収益を認識しております。自動車用プレス部品及び事務機器用部品において
は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認識しておりま
す。
②定温物流関連事業
　定温物流関連事業は、主にトータル定温物流に関する冷凍コンテナ、冷凍装置、冷凍・冷蔵庫、定温物流センター等の製造
及び販売を行っており、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が顧客に
移転されるときまでの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認識しております。

2　会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは次のとおりです。

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式の評価基準及び評価方法として、移動平均法による原価法を採用しています。
市場価格のない株式については、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときにおいても、顧
客から提示された車種別の生産計画、引合や折衝の状況等の仮定を織り込んで策定した将来の事業計画に基づいて、実質価額
の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合、減損処理を行っておりません。
そのため、経済状況や市場環境の変動等、外部環境の変化により将来の事業計画が影響を受け、当該見積りの変更が必要とな
った場合、翌事業年度の計算書類において重要な影響を及ぼす可能性があります。
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個別注記表

1． 有形固定資産の減価償却累計額 84,707百万円
2． 関係会社に対する短期金銭債権 24,568百万円

関係会社に対する長期金銭債権 96,968百万円
関係会社に対する短期金銭債務 22,125百万円
関係会社に対する長期金銭債務 2,099百万円

売上高 57,341百万円
仕入高 79,620百万円
営業取引以外の取引高 11,546百万円

普通株式 54,021,824株

普通株式 4,603,429株

3　収益認識に関する注記
（1）収益の分解

連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
（2）収益を理解するための基礎となる情報

「1 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

4　貸借対照表に関する注記

5　損益計算書に関する注記
1．関係会社との取引高

2．移転価格税制調整金
移転価格に関する事前確認申請に係る相互協議の合意に基づき、当社が在外連結子会社に支払う見込みの調整金を当事業年度
において移転価格税制調整金として58百万円を特別損失に計上しております。なお、移転価格税制調整金は連結決算において
消去されるため、連結損益計算書に与える影響はありません。

6　株主資本等変動計算書に関する注記
1． 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

2． 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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棚卸資産評価損 95百万円
一括償却資産 43
賞与引当金 487
賞与引当金に係る社会保険料 79
未払事業税 271
未払費用 24
製品保証引当金 85
貸倒引当金 1,051
役員株式給付引当金 46
ＰＣＢ処理引当金 5
投資有価証券評価損 31
子会社株式評価損 2,061
移転価格税制調整金 3,379
その他(繰延税金資産) 10

繰延税金資産合計 7,673

前払年金費用 △ 807
土地圧縮積立金 △ 267
買換資産圧縮積立金 △ 353
固定資産圧縮積立金 △ 39
その他有価証券評価差額金 △ 3,921

繰延税金負債合計 △ 5,389
繰延税金資産（負債）の純額 2,283

7　税効果会計に関する注記
（繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳）
(1) 繰延税金資産

(2) 繰延税金負債
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個別注記表

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 トプレック㈱ 所有　直接100％

当社販売先 製品の販売 44,467 売掛金 9,143
当社仕入先 部品及び設備の購入 393 買掛金 15
運用資金受託 資金の受託 1,300 預り金 3,800

資金の返金 3,000 未収入金 0
役員の兼務 配当金の受取 3,000 未払費用 38

子会社 東邦興産㈱ 所有　直接50％

輸送業務の委託 輸送業務の委託等 922 買掛金 1
未払費用 129
未収入金 0

運用資金受託 資金の受託 300 預り金 6,700
資金の返金 －

役員の兼務

子会社 東プレ九州㈱ 所有　直接100％

当社仕入先 部品の購入 33,176 買掛金 3,416
支払手形 1,463

設備手配等 設備の手配及び 13,028 未収入金 1,717
部材の支給 未払費用 2

資金の援助 資金の貸付 4,000 長期貸付金 4,232
資金の回収 233

子会社 東プレ東海㈱ 所有　直接100％
当社仕入先 部品の購入 31,483 売掛金 0
設備手配等 設備の手配及び 13,583 買掛金 2,899

部材の支給 未収入金 1,287
未払費用 0

子会社 三池工業㈱ 所有　直接100％

当社仕入先 部品の購入 2,996 買掛金 399
支払手形 120

設備手配等 設備の手配及び 1,460 未収入金 169
部材の支給 未払費用 4

資金の援助 資金の貸付 2,000 長期貸付金 (注)１ 4,743
資金の回収 1,925

役員の兼務

子会社
Topre
America
Corporation

所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 8,175 売掛金 10,716
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 109 買掛金 10
資金の援助 資金の貸付 - 未払費用 -

資金の回収 2,463 長期貸付金 73,755
利息の受取 2,796
移転価格税制調整金 58 長期未払金 2,099

子会社
Topre
Autoparts
Mexico, S.A.
de C.V.

所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 3,118 売掛金 408
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 0 買掛金 -
資金の援助 資金の貸付 1,494 未払費用 -

資金の回収 4,285 長期貸付金 1,599
利息の受取 178

子会社 東普雷（佛山）
汽車部件有限公司 所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 168 売掛金 76
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 94 買掛金 -
未払費用 17

役員の兼務

子会社 東普雷（襄陽）
汽車部件有限公司 所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 136 売掛金 80
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 9 買掛金 -
未払費用 0

役員の兼務

8　関連当事者との取引に関する注記
（子会社等）

－ 14 －



2026/05/26 14:16:24 / 25300228_東プレ株式会社_招集通知

個別注記表

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 東普雷（武漢）
汽車部件有限公司 所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び - 売掛金 2
設備の販売

資金の援助 資金の貸付 - 未払費用 -
資金の回収 750 長期貸付金 375
利息の受取 8
債務の保証 -

役員の兼務

子会社
TOPRE
(THAILAND)
CO., LTD.

所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 569 売掛金 106
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 58 買掛金 0
未収入金 0

役員の兼務 未払費用 0

子会社
TOPRE
India
Pvt. Ltd.

所有　直接100％

当社販売先 部品、金型及び 442 売掛金 77
設備の販売

当社仕入先 部品の購入 5 買掛金 -
資金の援助 資金の貸付 3,701 未払費用 0

資金の回収 1,480 長期貸付金 11,974
利息の受取 135
株式への振替(DES) 710

関係会社 ㈱J-MAX 所有　直接20.7％

当社仕入先 部品、金型及び 8,348 買掛金 871
設備の購入 支払手形 833

設備手配等 設備の手配及び 4,416 未収入金 490
部材の支給 未払費用 5

1． １株当たり純資産額 3,308円51銭
2． １株当たり当期純利益 340円64銭

（注）１．当該貸付金に係る期末貸倒引当金残高は2,880百万円であります。当該事業年度における貸倒引当金繰入額は2,880百万円であります。
　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①設備の手配及び部材の支給等、部品の購入及び製品の購入につきましては、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の
上、決定しております。

②部品、金型及び設備の販売、製品の販売につきましては、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上、決定しており
ます。

③資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。
9　１株当たり情報に関する注記

（注）純資産の部において、自己株式として計上されている「役員報酬BIP信託口」に残存する当社株式は、
１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、
１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式数に含めております。
なお、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、173,163株であり、
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、173,942株であります。

10　重要な後発事象に関する注記
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11　その他の注記
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －


